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2,333 +305 (+15.0%) 508 +2 (+0.4%)

1,805 +181 (+11.1%) 442 ▲13 (▲2.9%)

528 +124 (+30.7%) 66 +15 (+29.4%)

▲20 ▲12 ▲9 ▲2

508 +112 (+28.3%) 57 +13 (+29.3%)

110 ▲6 69 ▲34

134 +45 98 +19

147 +19 (+14.6%) 6 ▲13 (▲66.5%)

330 +37 (+12.6%) 23 ▲28 (▲54.8%)

対前年同期

増減

2025年度

実績

対前年度

増減

親会社株主に帰属する

当期純利益

特別利益

特別損失

営業外損益

経常利益

法人税等

営業収益

営業費用

営業利益

2025年度

4Q（1-3月）

2025年度決算は、万博開催に伴う需要拡大と事業の発展に向けた取組みにより、
営業収益は2,333億円、営業利益は528億円となり、いずれも民営化以降、過去最高を達成。

１. 2025年度 連結損益計算書（総括）

１

（単位：億円） 【参考】



２. 2025年度 営業収益･営業利益の増減要因（対 前年度）

営業収益は、鉄道・バス等の運輸収入、会場内外の万博バス輸送に加え、
不動産収入および広告収入の増加により増収。
営業利益は、委託費や減価償却費の増加等があったものの、営業収益の増加により増益。

営業収益 営業利益
（単位：億円）

（単位：億円）

2,029

404

２

2,333+233 ▲41

委託費
(万博輸送・

保安員
警備等)

の増

+233

2024年度
実績

2025年度
実績

2024年度
実績

2025年度
実績

+31+36

528
鉄道・

バス等の
運輸収入

の増

その他

鉄道・
バス等の
運輸収入

の増

不動産収入、
広告収入

の増

その他

▲40

減価
償却費

(車両新造・
更新等)

の増

▲28

+5

万博
バス輸送
に係る

収入の増



営業収益 営業利益 営業収益 営業利益

2,333 528 +305 (+15.0%) +124 (+30.7%) 508 66 +2 (+0.4%) +15 (+29.4%)

2,091 482 +276 (+15.2%) +115 (+31.3%) 467 62 +13 (+2.8%) +15 (+31.3%)

鉄道事業 1,966 470 +263 (+15.5%) +105 (+28.8%) 442 67 +15 (+3.6%) +21 (+44.0%)

バス事業 177 14 +29 (+19.5%) +11 (+420.3%) 33 ▲5 ▲8 (▲18.8%) ▲5 (－)

セグメント内取引消去 ▲52 ▲1 ▲16 (－) ▲1 (－) ▲8 ▲1 +5 (－) ▲1 (－)

134 9 +8 (+6.3%) +3 (+58.7%) 33 ▲0 ▲1 (▲3.0%) +1 (－)

115 27 +17 (+17.0%) +3 (+12.3%) 12 3 ▲10 (▲45.4%) ▲1 (▲17.3%)

56 10 +14 (+33.5%) +2 (+34.1%) 14 2 +1 (+10.4%) ▲0 (▲4.6%)

▲63 0 ▲10 (－) +0 (+42.3%) ▲17 ▲0 ▲1 (－) ▲0 (－)

2025年度

実績

対前年度

増減

2025年度

4Q（1-3月）

営業収益 営業利益 営業収益 営業利益

対前年同期

増減

その他

交通事業

都市開発事業

合計

広告事業

マーケティング・
生活支援サービス事業

３. 2025年度 セグメント別の状況（総括）

万博により運輸収入が増加した交通事業が全体利益に大きく寄与したほか、マーケティング・
生活支援サービス事業、都市開発事業、広告事業の全ての事業において増収増益を達成。

３

（単位：億円）

※ 「その他」には、グループ内受託事業およびセグメント間内部取引消去を含みます

【参考】



2025年度 実績 2025年度4Q（1-3月）

2,091 +276 (+15.2%) 467 +13 (+2.8%)

482 +115 (+31.3%) 62 +15 (+31.3%)

対前年同期増減

営業収益

営業利益

対前年増減

営業収益は、万博への来場者を中心に鉄道・バスの乗車人員が大幅に増加し、276億円の増収。
営業利益は、安全・安心・安定の輸送を高度化するため、保安員の増員や警備の強化、
車両新造・更新等の投資に伴う費用が増加したものの、運輸収入の増加により、115億円の増益。

４-１. 2025年度 交通事業の状況

４

（単位：億円） （単位：億円）営業収益 営業利益

2024年度
実績

2025年度
実績

2024度
実績

2025年度
実績

1,816
367

（単位：億円） 【参考】

バスの
運輸収入

（主に桜島
シャトルバス

貸切）

2,091+47
+13+216

鉄道の
運輸収入

その他
▲37

▲38
482

+276 ▲85

営業収益
の増

人件費
・動力費
・委託費

の増

その他
減価償却費

の増



+81,625 +6,510

(+8.7%) (+2.8%)

+16,961 +3,569

(+3.6%) (+3.2%)

+20,608 +4,277

(+6.2%) (+5.3%)

▲3,648 ▲708

(▲2.7%) (▲2.3%)

+64,664 +2,940

(+13.8%) (+2.5%)

+216 +10

(+13.5%) (+2.5%)

+23 +4

(+3.7%) (+2.3%)

+29 +5

(+6.9%) (+5.1%)

▲5 ▲2

(▲2.3%) (▲2.7%)

+193 +6

(+20.2%) (+2.5%)

乗車

人員

合計 1,016,615 234,958

定期 483,567

定期券 354,163 84,861

定期外 533,048 119,522

マイスタイル 129,404 30,575

115,437

2025年度

実績

対前年度

増減

運輸

収入

合計 1,811 405

定期外 1,145 244

定期券 442 107

定期 666 160

2025年度

4Q（1-3月）

対前年同期

増減

マイスタイル 224 54

乗車人員は、前年度から82百万人（+8.7%）増加。
運輸収入は、乗車人員の増加に伴い、216億円（+13.5%）増加。
第４Q比較でも同様の傾向であり、乗車人員は７百万人増、運輸収入は10億円増。

４-１. 交通事業（鉄道）の乗車人員と運輸収入

5

（単位：千人、億円） 【参考】



４-１. 交通事業の主な取組み（移動手段拡充・サービス向上）

オンデマンドバスエリア拡大や株式会社Luupとの資本業務提携などにより移動手段の拡充を進め、
カーボンニュートラル実現への取組みも着実に推進。また、空飛ぶクルマの
デモフライト見学会や体験型イベントの実施など、社会実装に向けた活動を推進。

6

移動手段の拡充・サービス向上 その他の取組み

空飛ぶクルマ

「大阪港バーティポート」では、
2025年９月にSkyDrive社と
デモフライトの実現、2026年３月には
Soracle社と基本合意書を締結。

体験型イベント「空クルラボ」は、
2025年度累計で1.9万人以上の
お客さまが来場。

Soracle社と
基本合意書締結

＜カーボンニュートラル運行＞

2025年７月から、
御堂筋線・中央線の列車運行および
駅施設等で使用する鉄道用電力を、
実質的に再生可能エネルギー由来の
電力に切り替え、CO₂排出量実質ゼロで運行。

＜オンデマンドバスエリア拡大＞
2025年10月に12エリア、
2026年３月に８エリアで運行
（社会実験）を開始し、
大阪市全24区へ拡大。

＜LUUPポートの設置＞
2025年６月に株式会社Luupと資本業務提携を締結し、
駅近郊へのポート設置と、e METROアプリとの連携を推進。

＜Osaka Point 乗継ポイントの導入＞
Osaka Metro・大阪シティバス・いまざとライナーを乗り継いで
利用するとOsaka Pointが付与されるサービスを
2025年４月から開始。

＜サイネージ付バス停の設置＞
利用者の多いバス停について、視認性に優れた
サイネージ付バス停を150基設置。



４-１. 交通事業の主な取組み（安全・安心）

可動式ホーム柵について、９路線全134駅に設置完了。
防犯カメラの設置やエレベーターの増設等、安全・安心に向けた取組みを着実に推進。
また、脱線防止装置の設置等、災害対策も実施。

７

安全・安心の取組み

＜可動式ホーム柵の設置＞ ＜エレベーターの増設＞

バリアフリー経路の複線化として、
東三国駅ほか合計７駅に
エレベーターを増設。

＜災害対策＞

列車の逸脱を防止する
脱線防止装置を3.0km追加設置し、
累計20kmを設置完了。

＜セキュリティ対策＞

列車内の安全性向上と犯罪抑止を目的として、
谷町線13列車、堺筋線７列車ほか
合計50列車に車内防犯カメラを設置。

また、横堤駅、今里筋線緑橋駅で
駅構内防犯カメラを20台設置。

＜保守の高度化＞

ドローンによる定期構築点検を
御堂筋線なんば駅ほか
累計25駅で実施。

また、中央線営業列車への
軌道モニタリング装置の搭載および
軌道検測システムの機器調整を完了。

ホームからの転落、
列車との接触事故を防止する
可動式ホーム柵の設置を推進。

2026年３月の八尾南駅の
運用開始をもって、
９路線全134駅に設置完了。



４-１. 交通事業の主な取組み（万博への貢献）

中央線の輸送力の大幅増強、会場内外でのバス運行等の実施に加え、
万博後も見据えた快適・利便性向上のため、駅の大規模リニューアル等の取組みを実施。
また、大阪ヘルスケアパビリオンでの出展により、Osaka Metroが描く交通の未来の姿を発信。

8

安全・安心の取組み鉄道の輸送力増強の取組み

会場内外でのバス輸送の取組み

＜地下空間の大規模改革＞
中央線 谷町四丁目駅ほか
合計８駅について
グランドリニューアル工事を完了。

＜新型車両＞

中央線新型車両（400系）を
１列車追加で導入。これにより
23列車すべての導入を完了。

＜中央線 安全対策＞

中央線で子ども専用・優先列車を運行。
また、夢洲駅・本町駅・弁天町駅における警備の強化や、
列車内に保安員を配置するなど安全体制を強化。

＜シャトルバス・e Mover＞

桜島シャトルバス、舞洲P&R駐車場シャトルバス、
弁天町駅シャトルバスのほか、東ゲートと西ゲートを結ぶ
東西シャトルバスや、会場内輸送「e Mover」を運行。
また、一部車両で自動運転レベル４による実証を実施。

万博会場での取組み

＜大阪ヘルスケアパビリオンへの出展＞

「便利な交通により大きく変化した
未来の大阪の街」を映し出す
スタンディング形式の没入シアター
「ニューモビリティ・ニューライフ」を出展。

＜中央線運行本数の増強、臨時列車の運行＞

中央線で２分30秒間隔の運行を１日12時間実施。
また、来場予約状況に応じて臨時列車を運行。
万博期間中、スタッフを含む約4,000万人が夢洲駅を利用。



2025年度 実績 2025年度4Q（1-3月）

134 +8 (+6.3%) 33 ▲1 (▲3.0%)

9 +3 (+58.7%) ▲0 +1 (－)

営業収益

営業利益

対前年増減 対前年同期増減

４-２. 2025年度 マーケティング・生活支援サービス事業の状況

地下街の賃貸料収入の増加や駅ナカでのコインロッカーの増設、直営店舗の開業など、
万博開催に伴うインバウンド・国内旅行者需要の取り込みもあり、増収増益。

９

2024年度
実績

2025年度
実績

営業収益（単位：億円）

（単位：億円） 【参考】

126

地下街

2024年度
実績

2025年度
実績

営業利益（単位：億円）

6

駅ソト等駅ナカ

134+4 +2 +2

9+4
▲1

地下街

駅ソト等
駅ナカ

+1



４-２. マーケティング・生活支援サービス事業の主な取組み

地下街の一部リニューアルや駅ナカ・駅ソトの新店舗開業など、駅および駅周辺の利便性と快適性
の向上を継続して推進。万博関連では、大阪ヘルスケアパビリオンに「Metro KITCHEN」を出店。
生活支援サービスでは、民間学童の児童数拡大と認知度向上を推進。

10

地下街

＜コムズガーデンリニューアル＞

地上の京橋公園再整備と
一体的に、2025年４月に
地下街「コムズガーデン」を
リニューアルオープン。

駅ナカ

＜直営店舗新規オープン＞

直営ポップアップ型販売店舗
「Metro Opus」を、新たに６店舗
（西梅田・堺筋本町・天王寺東・
高井田・長居・都島）開業し、
計16店舗体制へ拡大。

＜大阪・関西万博への出店＞

大阪ヘルスケアパビリオンに
「Metro KITCHEN」を出店。
中央線400系車両デザインの
ランチボックスや
堂島アイスロールなどを販売。

駅ソト

生活支援サービス

＜えすこーとOsaka Metro（民間学童）＞

子供の成長の糧となる
多様な体験や学習機会を提供。
車掌のお仕事体験など、
Osaka Metroの事業を活かした
様々なおでかけイベントを開催。



2025年度 実績 2025年度4Q（1-3月）

115 +17 (+17.0%) 12 ▲10 (▲45.4%)

27 +3 (+12.3%) 3 ▲1 (▲17.3%)営業利益

対前年増減 対前年同期増減

営業収益

11

４-３. 2025年度 都市開発事業の状況

新築分譲マンションの販売に加え、今年度に竣工した賃貸マンションや
前年度に取得したオフィスビルによる賃料収入の増加などにより、増収増益。

（単位：億円） 営業収益

2024年度
実績

2025年度
実績

（単位：億円） 【参考】

新規物件
(分譲マンション等)

98

115

既存物件等

（単位：億円） 営業利益

2024年度
実績

2025年度
実績

24

+15 +2
27+3 +1 ▲1

新規物件
（分譲マンション等）

既存物件 開発中
物件



４-３. 都市開発事業の主な取組み

住宅ニーズの高い駅周辺エリアにおいて新築分譲マンションや新築賃貸マンションを開発し、販売。
移動需要の増加を促進するなど、交通の価値向上につながる開発を推進。

沿線価値の向上に資する開発を基本に、住宅ニーズの高い駅周辺における新築分譲マンション・
賃貸マンションを開発し、Osaka Metroの新築分譲マンションシリーズ第２弾として、「メトライズ
森ノ宮中央」を販売。あわせて、大阪城東部地区の新駅・駅ビル、駅前空間の開発を推進。

12

新築賃貸マンション

＜Metrosa谷町六丁目South＞

新築賃貸マンションブランド
「Metrosa(メトローサ)」シリーズ。

谷町線・長堀鶴見緑地線
谷町六丁目駅徒歩１分、
地上14階・総戸数92戸+店舗１区画。

2025年11月より入居開始。

新築分譲マンション

＜メトライズ森ノ宮中央＞

Osaka Metroの新築分譲マンションブランド
「METRISE(メトライズ)」シリーズ第２弾。

中央線・長堀鶴見緑地線
森ノ宮駅徒歩５分、
地上15階・総戸数98戸。 

2025年７月に全戸完売。

森之宮開発

大阪城東部地区の賑わい創出
および大阪市域の東西軸の
強化に向けて、新駅・駅ビル、
駅前空間の開発を推進中。

＜新駅・駅ビル、駅前空間のデザインパース＞



2025年度 実績 2025年度4Q（1-3月）

56 +14 (+33.5%) 14 +1 (+10.4%)

10 +2 (+34.1%) 2 ▲0 (▲4.6%)

営業収益

営業利益

対前年増減 対前年同期増減

４-４. 2025年度 広告事業の状況

メディア事業におけるクライアントニーズに沿った万博特別商品の提供に加え、
万博閉幕後も継続した積極的な販売活動などによる堅調な広告収入等により、増収増益。

（単位：億円） 営業収益

2024年度
実績

2025年度
実績

13

（単位：億円） 【参考】

42

（単位：億円） 営業利益

2024年度
実績

2025年度
実績

7

メディア事業
（デジタル）

メディア事業
（非デジタル）

その他
事業

56

+7
+5 +2

メディア事業

+3 ▲0 10

その他
事業



４-４. 広告事業の主な取組み

メディア事業は、万博に向けた特別商品を多数展開し、魅力的な広告体験を提供。
新規事業「Osaka JOINER」では、ローカルガイド事業に加え、法人・自治体向け
コンサルティング業務を受注するなど更なる拡大へ向けて推進。

14

メディア事業

万博会場への導線となる駅などに、万博向け商品を展開。
夢洲駅では、デジタルサイネージ、大型シート広告を商品化。

＜夢洲LEDビジョン＞

＜夢洲ドリームゲートシート＞

縦３m×横55m、
音声ありの大型LED
サイネージ広告。

長さ約65m、幅約19m、
地上高約9.7mの
大型シート広告。

新規事業

「Osaka JOINER」では、欧米豪向けの
ローカルガイド・ツアーサービスなどの提供を推進。

2026年１月にインバウンド拠点「JOINERベース」を
「東急ステイ」ホテル２か所に開設し、活動拠点を拡大。
「JOINERベース」は、日本政府観光局より
認定外国人案内所表彰を受賞。

また、インバウンド受入環境整備などの
コンサルティング業務を全国６府県の自治体から受注。

＜認定案内所表彰受賞＞＜Osaka JOINER ホームページ＞



万博に向けた駅のグランドリニューアルに加え、可動式ホーム柵の設置や
エレベーターの設置等のバリアフリー投資など、安全安心に関する投資を着実に実施。
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５. 2025年度 投資の状況

総額
446億円

安全投資

サービス
投資

その他

車両の新造・更新 2.9％

更新投資 他
(老朽設備の更新等） 25.4%

都市開発事業
(新築賃貸マンションの工事等） 3.1%

サービス改善投資 他

(オンデマンドバス車両等）7.3％

【参考】 主なバリアフリー投資額の推移 （単位：億円）

15
36

60 55 64

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

可動式ホーム柵の設置 19.5％

グランドリニューアル 17.7％

142

その他 11.5%

エレベーター設置 7.9%

駅改修・駅務機器 4.7%

140



2025年度末 2024年度末 増減

10,373 10,495 ▲122 

流動資産 441 562 ▲121 

固定資産 9,932 9,934 ▲2 

4,012 4,501 ▲488 

流動負債 1,008 2,246 ▲1,238 

固定負債 3,004 2,255 +749 

6,361 5,995 +366 

現金及び

現金同等物
176 240 ▲64 

有利子負債 3,111 3,471 ▲361 

ネット有利子負債 2,935 3,232 ▲297 

6,282 5,924 +358 

負債

1年内返済長期借入金　▲830

コマーシャル・ペーパー　▲280

主な増減要因

資産

現金及び預金　▲64

投資　+446

減価償却費　▲537

自己資本

長期借入金　+649

社債　＋100

純資産

長期借入金+649
1年内返済長期借入金 ▲830
コマーシャル・ペーパー ▲280

1,034 777 +257 

▲659 ▲1,062 +403 

374 ▲286 +660 

▲438 304 ▲742 

▲64 +19 ▲82 

176 240 ▲64 

2025年度

実績

2024年度

実績
増減

現金及び現金

同等物の期末残高

財務活動による

キャッシュフロー

営業活動による

キャッシュフロー

投資活動による

キャッシュフロー

(フリーキャッシュフロー)

現金及び現金

同等物の増減額

連結貸借対照表 ： 有利子負債を361億円圧縮し、財務健全性を確保。
利益増により、純資産は366億円増加。
営業CFは、税引前純利益の増加等により、257億円増加。
投資CFは、前年同期に比べて車両新造の設備投資が減少したこと等から
403億円の支出減となり、結果として、フリーCFは、660億円の増加。                             

６. 2025年度 連結貸借対照表、連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：億円） （単位：億円）

連結キャッシュフロー
計算書 ：
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